
平
成


年

月

日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 入札の実施 競争参加資格者により入札を
行う。
 落札者の決定方法 中間貯蔵・環境安全事
業株式会社契約細則第８条の規定に基づいて
作成された予定価格の制限の範囲内の価格を
もって有効な入札を行った者の中から上記１
の調達品目ごとに、入札額に上記１の予
定数量を乗じ、算出された額の合計が最低と
なった者。ただし、落札者となるべき者の入
札価格によっては、その者と契約を締結する
ことが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を契約者とすることがあ
る。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者が行った入札、競争参加資格申請書
等に虚偽の記載をした者が行った入札及び入
札に関する条件に違反した入札は無効とす
る。
 競争参加資格確認申請書作成説明会 無
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３に同じ。
 詳細は発注説明書による。
５ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : Tadashi Takimoto,
Board Member (in charge of accounting du‑
ties), Japan Environmental Storage and
Safety Corporation
 Classification of the products to be pro‑
cured : 5
 Nature and quantity of the products to be
purchased : 36,600 infectious waste contain‑
ers and 73,200 plastic bags per FY
 Delivery period : From 1 April, 2016 th‑
rough 25 March, 2017
 Delivery place : Hokkaido Facility,
Tokyo Facility
 Time‑limit for the submission of applica‑
tion forms and relevant documents for the
qualification : 16 : 00 2 March, 2016
 Time for the submission of tenders :
16 : 00 29 March, 2016
 Contact point for tender documentation :
Contract and Purchasing Division, Japan
Environmental Storage & Safety Corpora‑
tion, 1717 Shiba, Minato‑ku, Tokyo
1050014,TEL 0357651916

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
平成 28 年２月８日
支出負担行為担当官
内閣府大臣官房会計担当参事官 大須賀 聡
◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 13
１ 掲載日
平成28年１月26日（号外政府調達第16号）

２ 訂正内容
２ページ２段目、３入札書の受領期限の「午
後３時」を「午後４時」に、また、２ページ３
段目の「3 : 00 PM」を「4 : 00 PM」にそれ
ぞれ訂正する。

入札公告の訂正
平成 28 年２月８日
支出負担行為担当官
文部科学省大臣官房会計課長 増子 宏

◎調達機関番号 016 ◎所在地番号 13
〇第 39 号
１ 掲載日 平成28年１月26日付（号外政府調達
第16号）
２ 訂正内容
19ページ掲載の入札公告第39号「次期府省共
通研究開発管理システム（ｅRad）に係る仕
様策定・調達支援業務 一式」１ 調達内容
入札方法のうち、「落札者の決定は、総合評価落
札方式をもって行うので総合評価のための書類
を提出すること。なお」、４ その他入札者
に要求される事項のうち、「総合評価のための書
類及び」をそれぞれ削除し、落札者の決定方
法のうち、「、支出負担行為担当官が入札説明書
で指定する必須とした項目の最低限の要求要件
をすべて満たしている提案をした入札者の中か
ら、支出負担行為担当官が入札説明書で定める
総合評価の方法をもって落札者を定める。」を
「最低価格をもって有効な入札を行った入札者
を落札者とする。」に訂正します。

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
平成 28 年２月８日
日本郵便株式会社調達部担当執行役員

河村 学

◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 13
１ 掲載日 平成27年12月14日（号外政府調達
233号・22ページ）
２ 件名及び数量 「日本郵便株式会社仙台中央
郵便局で使用する電気（予定）2257430kWh」
３ 訂正内容
１中、「第１号に同じ」を「平成28年７月１
日から平成29年６月30日まで」に、１中、「平
成28年２月12日午後２時00分」を「平成28年４
月20日午前10時00分」に、３中、「第１号に同じ」
を「平成28年４月６日午後４時00分までに」に、
６中、「The same with the notice above
(No. 1)」を「From 1 July 2016 through 30 June
2017」に、６中、「The same with the notice
above (No. 1)」を「Time limit for tender :
4 : 00 PM 6 April 2016」に訂正します。

入札公告の取消
次のとおり取り消します。
平成 28 年２月８日
日本年金機構本部 調達部長 及川 裕

◎調達機関番号 428 ◎所在地番号 13
平成27年12月17日（号外政府調達第236号・21

ページ）掲載の入札公告「お客様対応業務システ
ムアプリケーション保守及び運用維持業務（平成
28年度）」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年２月８日
経理責任者 独立行政法人国立病院機構

指宿医療センター院長 田中 康博
◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 46
〇第 15102 号（№15102）
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 独立行政法人国立病院機構指宿医
療センター病棟等建替整備工事（建築）
 工事場所 鹿児島県指宿市十二町4145 独
立行政法人国立病院機構指宿医療センター内
 工事内容 本工事は病棟等新築、外来管理
治療棟改修を行うものである。病棟新築工事
（鉄骨造地上４階建）建築面積約2500、
延床面積約7100、既存改修延床面積約
94、既存建物解体延床面積約184 なお、
当該工事は建築工事であり、関連する電気設
備工事、及び機械設備工事については別途発
注される予定である。

 工期 約12ヶ月以内（最終完成工期は平成
28年度予定）
 使用する主要な資機材 コンクリート約
3160、鉄筋約260ｔ、鉄骨約760ｔ、板ガ
ラス約1100

２ 競争参加資格
 競争参加者は次に掲げる又はの者とす
る。
 次のからまでに掲げる条件を全て満
たしている特定建設工事共同企業体（以下
「共同企業体」という。）であって、独立行
政法人国立病院機構指宿医療センター院長
から独立行政法人国立病院機構指宿医療セ
ンター病棟等建替整備工事に係る共同企業
体として資格認定通知を受けた者であるこ
と。
 次のからまでに掲げる条件を全て満
たしている単体有資格者（経常建設共同企
業体を含む。以下同じ。）。

 独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細
則（以下、契約細則という。）第５条及び第６
条の規定に該当しない者であること。なお、
未成年者、被保佐人又は被補助人であって、
契約締結のために必要な同意を得ている者
は、同５条中の「特別の理由がある場合」に
該当する。
 厚生労働省から九州沖縄地域における「建
築一式工事」に係る一般競争参加資格の認定
を受けていること。（会社更生法（平成14年法
律第154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続開始の申立
てをした者については、手続開始の決定後、
九州沖縄地域の一般競争参加資格の再認定を
受けていること。）
 厚生労働省から九州沖縄地域における「建
築一式工事」に係る一般競争参加資格の認定
の際に客観的事項（共通事項）について算定
した点数（以下「客観点数」という。）が
1050点以上であること。また、の再認定
を受けた者にあっては、当該再認定の際に客
観点数が1050点以上であること。ただし、
共同企業体の場合の代表構成員以外の構成員
については1000点以上とする。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てをした者（の再認定を
受けた者を除く。）でないこと。
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